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第Ⅰ章 計画の構想 

 

（１）いま、なぜ協働なのか～私たちのまちは私たちが創る 

 

これまで公共サービスの提供は、広範な住民に平等に供与することを旨として、主に

行政の仕事とされてきました。しかし、新しい世紀に入り、私たちの社会は大きな変化

の時代を迎えています。 

第一の変化は、社会構造の変化に伴う生活ニーズの多様化です。少子高齢社会や情報

化社会の到来は、個々の生活スタイルに変化をもたらし、かつてのような一元的サービ

スでは、個別化・複雑化するニーズに対応しきれないという事態が生じてきました。 

第二の変化は、中央と地方の格差拡大と、自治体の行財政改革及び規制緩和の進展で

す。各自治体の財政や行政機構は年々スリム化され、暮らしのさまざまな場面で自助努

力が強調されるようになりました。 

この第一と第二の変化は、今日のグローバルな政治や経済の変化が地方社会の仕組み

に与えた影響のあらわれでもあります。こうした状況のもと、私たちはいかにして生活

の質を高めるかという課題に直面しています。 

第三の変化は、ボランティアや NPO といった市民活動の盛り上がりです。これまでの

地方自治は、首長と議会が両輪となって意思決定及び執行を担ってきました。しかし、

今日では政策の計画から具体的な策定、実行のあらゆるプロセスにおいて、市民等※が

当事者として参加・参画できるような仕組みづくりが求められるようになってきました。

これは、単に市民等による行政機能の監視というよりもむしろ、住民自らの手で、地域

社会を創っていくという住民自治の考え方に基づくものといえます。この変化は、前の

二つとは逆に、地域から始まって地球規模へと拡大しつつあります。 

市民団体 コミュニティ

事業者 行 政 

協働による 
 

地域・社会的 

課題の解決 
 

まちの活性化 

市 民 

「協働」は、この３つの変化を正面から受け止め、「新しい公共」のあり方を創造す

るための試みです。私た

ちは、社会の恩恵を受け

るだけの存在から、一人

ひとりが社会を創ってい

く主役となり、地域のあ

らゆる場面で積極的に役

割を担っていくことが期

待されています。 

※市民等とは、市民、コミュニ

ティ、市民団体、事業者のこと

です。 
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（２）協働とは 

 

協働とは、市民等及び市が、それぞれの責任と役割分担に基づき、特性を尊重し、

補完し合いながら、対等な立場のもと自らの意思で、計画立案、実行、点検、見直し

にいたるまでの各々の段階に参加・参画していくことです。 

協働という言葉は、大きく分けて、「参加・参画としての協働」、「プロセスとし

ての協働」、「結果としての協働」という３つの異なる意味を包含しています。 

 

１．参加・参画としての協働 

「参加・参画としての協働」は、政策や計画の策定、実施のあらゆる局面で市民等

の自発的な参加・参画を保証することを意味します。選挙での投票や議会の傍聴も市

民等による参加・参画のひとつですが、「参加・参画としての協働」のもとでは、よ

り直接的な市民参加・参画のあり方が模索されています。しかし、法･制度に則って政

策を策定・執行する行政と、自らの生活経験に基づき判断・行動する市民等とでは、

しばしば立場や目標が違うために意見の対立が生じやすいものです。加えて、政策や

公共サービスに関する知識と情報には、行政と市民等の間で大きな格差があって当然

です。両者の溝を埋めて、生産的な議論へと発展させるためには、なにより行政や事

業に関わる情報の共有や意思決定プロセスの透明性の確保が重要です。 

 

２．プロセスとしての協働 

「プロセスとしての協働」は、参加・参画としての協働が確保されて初めて可能と

なります。これは、お互い立場や見解の異なるもの同士が、同じ場で共通のテーマを

持って議論し、対立やすりあわせを繰り返しながら、ひとつの成果を生み出していく

過程を指しています。この協働は、公共サービス事業の実施だけではなく、政策や計

画策定の場面でも進められなくてはなりません。プロセスとしての協働で重要となる

のは、行政や市民団体、事業者のもつ専門的な知識・能力とコミュニティや市民の経

験的で生活に根差した知識・能力を組み合わせ、限られた資源からより良い成果を引

き出すための手法の開発です。そのためには、利害や関心の異なるもの同士がぶつか

りあいながらも、コミュニケーションを深めていく姿勢と能力が大切です。ことに、

単なる連絡や会話ではなく、正確な情報と具体的な結果に基づいて、地域社会に共通

の理想や利益を追い求めていくという強い意志が必要です。 

 

３．結果としての協働 

「結果としての協働」は、プロセスとしてみると行政と市民等が協働しているわけ

でもないのに、その成果を見ると、行政と市民等の双方にとって共通の利益となって

いるような場合を意味しています。コミュニティが自主的に行っている共助の活動が
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それにあたります。地域防災の活動を例に挙げれば、活動が盛んになればなるほど、

そこに住んでいる人たちは、火災や地震が起きた際の被害を少なくすることができま

す。一方、行政にとっては、地域防災の政策コストを小さくすることができます。こ

うして、特に計画したわけでもないのに行政、市民等がお互いに補完し合う結果にな

る場合を言います。 

これとは逆に、なにかの政策や事業をめぐって行政や市民等の意見が対立してしま

い、事態が膠着状態になってしまうことも少なくありません。しかし、互いに議論を

繰り返す中で、当初は見えていなかった第三の選択肢が浮上してくることがあります。

この場合、最初は対立をしていても、最終的にはよりよい道を選びとることができた

とすれば、やはり「結果としての協働」とみなすことができます。 

このように協働を３つの次元に分けてみると、協働推進をしていくためには、まず

「参加・参画としての協働」を確保することから始めなくてはなりません。その上で、

実際に行政と市民等異なる主体が活動を共にする「プロセスとしての協働」へと踏み

込んでいきます。そして、その成果として数多くの「結果としての協働」が生み出さ

れるような社会を創るために、この協働推進計画を策定します。 

 

見 直 し 

（ACTION） 

実  行 

（DO） 

ニーズの把握

計 画 立 案 

（PLAN） 

点   検 

（CHECK） 

市
民
等 

 

参 

加
・
参 

画 

協働イメージ図 

課 題 解 決 

参加・参画としての協働

プ
ロ
セ
ス
と
し
て
の
協
働 

新たな課題 

結果としての協働 

課 題 発 見 
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（３）計画策定の趣旨 

 

市民と、市の各課横断的な策定チームとの協働により、平成１８年４月、「丸亀市

地域市民活動促進基本方針 ～丸亀市協働ルネサンスガイドライン～」を策定しまし

た。 

市政への市民参画、協働の推進により自治の進展を図り、自立した地域社会の実現

と市民福祉の向上を目指し、平成１８年１０月、「丸亀市自治基本条例」が施行され

ました。 

さらに、自治基本条例に基づいて、地域社会を構成する様々な人たちの参加、参画

による市民活動の活性化と協働のまちづくりを推進し、個性豊かで活力あふれるまち

の実現に向けて、平成１９年４月、「信頼で築く丸亀市さわやか協働推進条例」が施

行されています。 

また、まちづくりの指針となる「丸亀市総合計画」では、「市民がつくるまち」を

政策目標※に掲げ、その実現のため「市政に関する情報の共有」「市民の市政への参画」

「市民と市の協働によるまちづくり」「地域コミュニティ自らによるまちづくり」を

施策目標※としています。 

この計画は、協働により多様な主体が有機的に繋がり、地域の活性化ひいては住み

よい地域社会を創造していくための基本となるものです。 

 

※ 政策目標とは、将来像を実現するために目指す「まちの姿」 

施策目標とは、政策目標を実現するため、様々な問題を解明し、その対策に具 

体的に取り組むことにより問題の解決を図るための目標 

丸亀市総合計画 
丸亀市地域市民活動促進基本方針 

～丸亀市協働ルネサンスガイドライン～ （政策の柱） 自治・自立のまちを創る 

 

信頼で築く丸亀市 

さわやか協働推進条例 

丸亀市自治基本条例 （政策目標） 市 民 が つ く る ま ち 

（施策目標） 

･市政に関する情報の共有 

･市民の市政への参画 

･市民と市の協働によるまちづくり 

・地域コミュニティ自らによるまちづくり 

丸 亀 市 協 働 推 進 計 画 

市民参加、参画による協働のまちづくり 
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（４）計画期間 

 

協働推進計画の期間は、丸亀市総合計画の前期基本計画の終期にあわせて平成２０

年度から平成２３年度までの４年間とし、期間終了時に見直すものとします。 

また、社会情勢の変化などに対応するため、必要に応じ逐次見直しを行います。 

 

（５）計画の担い手 

 

この計画の担い手は、市民等及び市とし、それぞれの定義は「信頼で築く丸亀市さ

わやか協働推進条例」に基づくものとします。 

 

【信頼で築く丸亀市さわやか協働推進条例（抜粋）】 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(１) 市民 市内に住み、働き、及び学ぶ者をいう。 

(２) コミュニティ 地域住民が、自分たちの暮らす地域をより良くしようと活動するこ

とによって生み出された、おおむね小学校区を単位として形成された組織をいう。 

(３) 市民団体 公益的活動を継続して行うことを主たる目的として、自発的に組織され

た団体をいう。 

(４) 事業者 個人又は法人その他の団体であって、営利を目的とする事業を行うものを

いう。 

(５) 市民活動 市民、コミュニティ、市民団体、事業者(以下「市民等」という。)が、

自らの責任に基づいて、様々な分野の課題に対し、自主的、自発的に継続して取り組

む営利を目的としない活動であって、公益の増進に寄与するものをいう。ただし、次

に掲げるものを除く。 

ア 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、又は信者を教化育成することを主たる目的と

する活動 

イ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とする活動

ウ 特定の公職（公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号）第３条に規定する公職をいう。

以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある

者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする活動 

(６) 協働 市民等及び市が、それぞれの責任と役割分担に基づき、特性を尊重し、補完

し合いながら、対等な立場で協力し合うことをいう。 

- 5 - 



第Ⅱ章 現状（概況）と課題 

 

（１）市民参加・参画と市の協働に対する取り組み 

 

自治基本条例では、市民等の政策形成及び実施過程への参画を保障するため、市民

生活に重要な影響を及ぼす計画の策定、条例の制定改廃又は施策について、パブリッ

ク・コメント、アンケート調査、公聴会及びワークショップなどにより、市民等に意

見を求めることとしています。また、審議会等の委員の公募に関する条例の策定や、

会議開催の事前公表、会議録の公開など、情報の公開・共有についても整備を行って

います。 

平成１７年度からは、人材育成や協働の担い手の創出など、協働促進のための先導

的なモデル事業として、コミュニティや市民団体提案による協働事業を実施していま

す。 

 

（２）市 

 

市民参画や協働の推進は、全庁横断的に取り組むことにより、事業を効果的、発展

的に展開していくことが可能となります。公共サービスは行政だけが担うという考え

方から脱し、市民等の意欲と実行力をいかしたまちづくりを進めるため、研修などに

より協働に対する意識の高揚を図るとともに、職員一人ひとりが、地域社会への様々

な活動の参加・参画を通して、協働の機会を見出し、その情報を発信していくことが

大切です。加えて、協働に取り組む人材を発掘するなど、市民等の市政への参画を進

めていかなければなりません。 
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（３）市民 

 

平成１７年度の調査では、まちづくり活動に参加したり協力したいと考えている市

民は３割を超えています。また、今は活動に参加していないが、今後参加したいと考

えている市民は多く、中でも「まちづくりやまちおこしなどの提言および市民活動」

に参加したいという意向が特に強いようです。 

こうしたことから、行政や活動団体等が十分な情報提供を行うことにより、市民が

自分たちの地域に関心を持ち、行動を通じ地域の課題などに自主的に取り組んでいく

ことが期待されます。 
 

 
『丸亀市総合計画策定に係るアンケート【調査結果】（平成１７年１１月実施）』 

市政への参加に対する意識

その他
1%

無回答
3%

自主的に個々のレベ
ルで、市政への提言
や、まちづくりの活動
に協力したい
24%

まちづくりは行政や議
会にまかせる
13%

インターネットやアン
ケートなどによって意
見を述べたい
26%

市長との懇談会、住
民説明会などの機会
があれば参加したい
23%

自主的にグループを
つくり、積極的に市政
への提言や、まちづく
りの活動をしたい
10%

地域活動への参加の現状と今後の意向

0 5 10 15 20 25 30 35

まちづくりや、まちおこしなどの提言及び市民活動

地域の清掃・美化の活動・環境保護などの市民活動

防犯パトロール、交通安全などのボランティア活動

障がい者補助や老人介護などのボランティア活動

子育てサークルなど地域での子育て支援の活動

%

地域活動への参加の現状

地域活動への参加に対する今後の意向
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（４）コミュニティ 

 

コミュニティは、心ふれあうまちづくりの推進を図るため、地域に暮らすすべての

住民と自治会や婦人会、老人会、ボランティア団体などの各種団体を包括して組織さ

れた団体です。また、コミュニティは、地域の防犯や防災、福祉活動など、まちづく

りの主体として重要な役割を担っています。市との協働を始め、市民団体や地域事業

者との連携や区域を越えたコミュニティ間の交流など、協働の進展が望まれます。 

 

（５）市民団体 

 

市内に主たる事務所を置く２４のＮＰＯ法人（平成２０年３月１日現在）と、法人

格を持たない多くの市民団体が、様々な活動を展開しています。 

市民団体は、もともと行政とは異なる立場から活動を展開していますが、地域の課

題や社会的な課題をより具体的に解決するためには、行政とのパートナーシップのも

と、お互いに役割分担して取り組むことも必要です。このため、市民団体自らの活動

を大切にしながら、協働の土壌づくりについて意識を持つことが求められています。

まちづくりの担い手として、住民ニーズを把握しその活動情報を発信していくことに

より、コミュニティや事業者、さらには市民団体どうしの協働の進展が期待されます。 

 

（６）事業者 

 

近年、ＣＳＲ※（企業の社会的責任）を果たすべきとの考え方のもと、利益の追求の

みならず、地域の一員として、清掃活動や防災活動などまちづくりに積極的に取り組

む事業者が増えています。しかし、コミュニティや市民団体等との連携はまだまだ十

分とはいえないようです。今後は、市民活動に対する理解を深めるとともに、資源や

ノウハウの提供など市民団体との連携が望まれます。 

 

※CSR   企業の社会的責任をいいます。これまで企業は経済活動を通して社会に貢献して

きましたが、社会を構成する一員として、積極的な情報開示、環境への配慮、地域貢

献などの社会活動においても責任を果たしていこうという考え方です。 
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第Ⅲ章 基本方針 

 

市では、市民等により地域を良くしようとの思いから行動に移された活動について、

お互いの役割と責任を自覚しながら協働を推進し、市民活動の活発な展開により、「協

創※でつながるまち 丸亀」の実現を図ります。 

 

（１）自主性、自発性の尊重 

 

市民活動や協働事業が円滑に推進していくために、活動を行なう各主体の自主性、

自発性、自立性を尊重します。また、これらの活動への参加・参画については何ら

阻害、干渉、強制されるものではありません。 

 

（２）情報の共有と連携 

 

積極的に情報を公開し、共有し、連携し、企画、立案、実施、評価の過程で参加

及び参画をしていくことにより、透明性の高い開かれた関係をつくります。 

 

（３）相互信頼のもとの対等な協力 

 

お互いの立場の違いを理解し、信頼を育みながら、対等なパートナーとして多様

化する地域の課題や社会的課題に対し、きめ細やかな対応を図ります。 

 

 

 

※協創   まちづくりに関わるすべての主体が協力してまちを創り上げること 
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第Ⅳ章 市の施策（協働の推進に関する支援） 

 

（１）広報、啓発活動 

 

市の広報誌やホームページ等多様な媒体を通して、活動団体の情報や活動内容な

どを提供し、啓発を行うことにより、より多くの市民等が参加・参画できるような

仕組みをつくります。 

 

情報発信・啓発 

・広報誌による、ＮＰＯ、ボランティア団体等の活動情報の

発信 

・ホームページ等による情報の発信 

・協働推進計画パンフレットの作成・配布 

・市民活動情報誌の発行 

・協働に対する教育の推進 

・協働啓発講演会の開催 

 

（２）人材の育成 

 

市民等の市民活動に対する関心を深め、市民活動を担うリーダーの養成講座や研

修会の開催、また市民活動の第一歩を支援する取り組みなど、人材の育成に努めま

す。 

 

研修会の開催 

・具体的な課題事例に基づく、テーマ別研修会の開催 

・市民活動、協働推進のための講座の開催 

・会計講座の開催 

・協働コーディネーター育成講座の開催 

交流の推進 
・市民等と協働推進員との交流 

・協働の取組み先進地及び近隣市町との交流 

体験活動の実施 
・市民活動の体験の場づくり 

・地域活動への参加・参画の促進 

市民活動ステッ

プアップ 

・市民等が市民活動に踏み出す際の第一歩を後押しし、市民

活動の新たな担い手の育成を行う 
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（３）活動基盤の整備 

 

市民活動推進センター（仮称）を設置し、市民等で組織する運営検討会（仮称）

において、センターの具体的な運営方法等について検討を行います。 

また、コミュニティセンターの活用も含めた、市民活動の活性化のための基盤整

備に努めます。 

 

市民活動推進セ

ンター（仮称）の

設置 

・運営等についての検討のため、市民等による運営検討会（仮

称）の設置 

・活動に必要な備品等の整備 

 

（４）相談窓口の設置 

 

市民活動や協働事業の実施に伴う様々な問題や課題に対応するため、相談窓口の

設置など、問題の掘り起こしや課題解決への取り組みを行います。 

 

相談窓口 

・案件に応じた役割分担の調整 

・問題の掘り起こしを行うためのしかけづくり 

・相談事例の蓄積とデータベース化 
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（５）交流、連携の推進 

 

情報の一元化と共有を図り、市民活動や協働に関する情報の収集、市民等に対す

る情報の提供、団体どうしの情報交換などを行います。 

また、活動団体によるネットワークの構築を行います。 

 

ネットワークの

構築、情報の共有 

・人と人がつながり、情報交換など自由に利用できるスペ

ースの設置 

・団体情報等のデータベース化 

・団体ごとのレターボックス設置による情報の共有 

・閲覧コーナーの設置 

・市の協働に関する情報の提供 

・インターネット、携帯電話等を利用した情報共有のため

のネットワークの構築 

・市民活動推進センター（仮称）からの情報の発信 

 

（６）市の事業への参入 

 

市民等からの提案あるいは市提案による協働事業を推進し、新たな公共サービス

の担い手の育成や地域の課題、社会的な課題の解決に、市民等の力がいかせるよう、

環境整備を図ります。 

 

提案による協働事

業の実施 

・新たな公共サービスの担い手育成や、地域の課題、社会

的課題の解決等を目的として、市民等からの提案による

協働事業を継続的に実施 

市の事業への参画 

・市が実施する事業のうち、市民等の特性をいかした課題

解決が図れる事業について、積極的に参画の窓口を広げ

る 
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第Ⅴ章 庁内体制の整備 

 

（１）生活課の役割 

 

生活課は、市民活動推進センター（仮称）と連携して、各課への協働に関する情

報の提供や協働についての一般的な相談等の対応、研修等の開催など、庁内におけ

る協働の総合的窓口とします。また、複数の課にまたがるような事業について庁内

調整を行い、プロジェクトチームの設置につなげます。 

 

（２）担当課の役割 

 

担当課は、協働推進員を中心として、協働の相手が相談・提案しやすい環境づく

りを行うとともに、所管する業務について、積極的な協働の推進に努めます。 

 

（３）協働推進員の役割 

 

協働推進員は、市民等との協働推進に関する理解を深め、協働のまちづくりに積

極的に取り組みます。 

また、内容に応じてプロジェクトチームを組織し、協働事業を実施します。 

さらに実施事業については、協働推進連絡会に報告します。 

 

ア）プロジェクトチーム 

協働事業の提案や相談に対し、庁内の調整等を行った後、協働推進員を始め協働

する主体すべてを構成員としたプロジェクトチームを立ち上げ、事業の調整や実施

に向けた協議を行いながら、協働事業を推進していきます。 

 

イ）協働推進連絡会 

すべての協働推進員をメンバーとして構成し、各年度の事業確認など協働事業に

関する全体的な情報を共有し、協働事業を推進します。 
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（４）職員への啓発 

 

研修や講座などを通し、職員の協働に対する意識の高揚を図ります。 

 

事例集の作成 

・事例集の作成、データベース化を行う中で、協働事業につ

いて検証し、協働に対する手法や、実施に当たっての留意

点の活用を図る。 

研修会等の開催 

・市民活動に対する理解を深め、活動団体との意識の共有を

図るための研修会の開催 

・協働推進のための講座の開催 
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Ⅴ（３）イメージ図（協働推進体制） 

情
報
の
提
供
・公
開 

総合窓口（生活課） 事業実施課 
協働推進員 

市民活動推進セ

ンター（仮称） 

 
市民等 

庁 内 

市  民 

情報の共有 

参

加 

サ
ー
ビ
ス
の
提
供 

協働 

専門情報の収集 
協力・連携 共通情報の収集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (プロジェクトチーム・協働推進連絡会) 

 ム 
単
独
課
に
よ
る
協
働
事
業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクトチーム
 

・協働推進員 

 

・市民等 

報
告
等 

協働推進連絡会 
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第Ⅵ章 事業の進行管理と評価 

（１）事業の進行管理 

計画の中で策定されたスケジュールと、実際の進行状況とのずれを常に把握し、必

要に応じてスケジュール変更や、作業手順の見直しなどを行います。個々の協働事業

に関する進行管理は各所管課もしくはプロジェクトチームで行い、進行状況について

は、協働推進連絡会に報告し、事業の進捗状況に関する情報を共有します。 

 

（２）事業の評価 

協働の各主体が事業後の評価を行うことによって、事業の目的、実施体制、成果等

についての達成度の確認や、事業実施により見えた問題点を、次の協働事業に反映さ

せることが重要になります。そこで、共通の評価シート※に基づき評価を行います。

この評価については公表し、次年度以降の事業に反映させていきます。 

協働の推進に関する全体評価については、生活課が中心となって取りまとめ、協働

推進連絡会を経て、丸亀市自治推進委員会に報告します。 

 

※ 協働事業の内容や協働の主体により、評価シートは柔軟に修正して評価を行い

ます。 
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協働推進計画見直しスケジュール 

 

年 次 計 画 
 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

 

Ⅰ 

(4) 

 

 

必要に応じて見直し 

 

 

平成 24 年度以降のた

めの計画見直し 
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市の施策の実施に係るスケジュール 

 

年 次 計 画 
 項目 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 
 

Ⅳ 

(1) 
情報発信・啓発 

 

 

広報誌への掲

載・ＨＰの検討

 

 

広報誌への掲載・ＨＰの運用 

 

継続的に実施 

研修会の開催 
 

 

実施 

継続的に実施 

体験活動の実施 
 

 

実施 

 

 

実施 

 

 

実施 

 

 

実施 

実施 

交流の推進 
 

 

実施 

 

 

実施 

 

 

実施 

 

 

実施 

実施 

Ⅳ 

(2) 

市民活動ステップア

ップ 

 

 

実施 

 

 

実施 

 

 

実施 

 

 

実施 
平成 20 年度から

実施 

Ⅳ 

(3) 

市民活動推進センタ

ー（仮称）の設置 

 

 

開設 

 

 

運営 

平成 20 年度中に

開設 

Ⅳ 

(4) 
相談窓口 

 

 

 

試行運用から始

め、運用体制作り

を進める 

Ⅳ 

(5) 

ネットワークの構築、

情報の一元化と共有 

 

 

システム検討

 

 

運用開始 

 

 

 

 
平成 20 年度にシ

ステム検討、21

年度運用開始 

市・市民団体提案によ

る事業への参入 

 

 

実施 

 

 

実施 

 

 

実施 

 

 

実施 
 

Ⅳ 

(6) 
市の事業への参入 

 

 

 

実施（提案公募

型協働事業）

 

 

 

実施（提案公募

型協働事業）

 

 

 

実施（提案公募

型協働事業）

 

 

 

実施（提案公募

型協働事業） 

提案公募型協働

事業による参入

については平成

23 年度完了予定

とする 

プロジェクトチーム 
 

 

 

各事業ごとに設

置 
Ⅴ 

(3) 
協働推進連絡会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 の チ ェ ッ

ク・アドバイスが

できる体制づく

り 

事例集の作成 
 

 

作成 

 

 

作成 

 

 

作成 

 

 

作成 

事例集の作成、 

公表 Ⅴ 

(4) 
研修会の開催 

 

 

開催 
継続して実施 
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資  料 １

 

 

プロジェクトチームを核として推進 

（進行管理の実施） 

市民活動推進 

センター（仮称） 

 

市民等による 

事業の提案 

 

課・協働推進員 

（庁内調整） 

協働事業の流れ 

現状把握・課題発見 

 

市による 

事業の提案 

協働推進連絡会への報告 

プロジェクトチームの設置 
状
況
に
よ
り
報
告 

協
働
推
進
連
絡
会 

実施計画の策定 

事業の実施 

各主体による評価 

とりまとめ 市民への公表 

自治推進委員会への報告 
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協働事業のＰＤＣＡサイクル 

 

 市 市民等 

Ｐ
ｌ
ａ
ｎ
（
計
画
） 

○現状の把握 

○解決したい課題の発見 

○課題解決のための手法の 

検討 

 

 

○課題解決のための協働事業

実施に関しての手法等の協

議・周知 

 

○協働相手の選定 

○協働事業実施計画の策定 

○協働推進連絡会への報告 

○現状の把握 

○解決したい課題の発見 

○課題解決のための手法の 

検討 

○課題解決のための協働事業 

の提案 

○事業実施の申し出 

 

 

 

 

○協働事業実施計画の策定 

 

Ｄ
ｏ
（
実
行
） 

○事業の実施 

・進捗状況の把握 

・十分な打合せ、情報交換 

○事業の実施 

・進捗状況の把握 

・十分な打合せ、情報交換 

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ
（
点
検
） 

○内部機関による審査 

○報告書の作成 

 

○協働事業の内容・結果の評価

○市民等の取り組みの 

評価 

 

○中間報告 

○完了報告書の作成 

○協働事業の内容・結果の評価

○市の取り組みの評価 

 

○評価意見を市に提出 

Ａ
ｃ
ｔ
ｉ
ｏ
ｎ
（
見
直
し
） 

○評価に基づく、事業・方法の

見直し 

○協働推進連絡会への報告 

○市民等への公表 

○自治推進委員会への報告 

○評価に基づく、事業・方法の

見直し 

 

○市民等への公表 

政
策
立
案
・事
業
企
画 

課
題
発
見 

ニ
ー
ズ
の
把
握 

委

託 

補

助

共

催

・
後

援

そ

の

他 
資  料 2 
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協働事業 評価シート(例) 

事業年度 年度 

事業名称  

担当所管課  内線  

記入者  

事業の主な目的  

協働関係課  

団体名  

 は
い 

  

ど
ち
ら
と
も

い
え

い 

な

  い
い
え 

事業のニーズの把握について適切でしたか。  

この事業により地域の変革や課題解決につながりま

すか。 

 

ミッションに基づいていますか。  

●
事
業
の
目
的 

協働でなければ出来ない、協働で行うことにより効果

がある事業ですか。 

 

協働の相手を決める手法は適切でしたか。  

事前に役割、責任分担について明確になっていました

か。 

 

市民等の自主性や自発性は尊重されましたか。  

情報の共有は図れましたか。  

実施にあたっての話し合いは十分に行われましたか。  

対等な立場での協力関係は築けましたか。  

●
実
施
体
制
に
つ
い
て 

協働の形態（委託、共催等）は適切でしたか。  

事業計画は、適正でしたか。  

事業対象者に対する周知方法は適切でしたか。  

目的を達成するために、取った方法、内容は適切でし

たか。 

 

●
事
業
計
画
、
方
法
、
内

容
に
つ
い
て 

利用者の評価はどうでしたか。  

資  料 ３ 
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●単独で実施した場合には達成できないと思われる点や、事業の良いと思われる点、事業を行う

事で、見えてきたことは何かありますか。 

 

 

は
い 

  

ど
ち
ら
と

も
い

な
い

え  

い
い
え 

今後取り入れたい方法や視点は何かありますか。 
 

具体的に、変更した方がいい点はありましたか。  

●
課
題
と
対
策 

（ある場合は具体的に）  

●組織内で、変化や効果がありましたか。 
 

●今後の事業展開について思うこと、構想などを自由に記載してください。 
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